

























訟第 1審判決（水戸地判 60・6・25判時 1164号 3頁）における被告の主張の部分を読むと、そのことが幾度










　（福島地判昭 59.7.23、仙台高判平 2.3.20、最（1小）判平 4.10.29、別表）
１－１）福島地判昭 59.7.23
　判示①は、「原子炉施設の安全確保対策は 3つの柱からなっており、第 1の柱は平常時被爆対策、第 2の柱























































　（福井地判平 12.3.22、名古屋高金沢支判平 15.1.27、最（1小）判平 17.5.30、別表）
４－１）福井地判平 12.3.22





























  この 7つの層の中で、設計・建設・運転に密接に関係するのは、②、③、④である＊ 13
２）裁判例の検討
　多重防護についての裁判所の考え方は、次のとおりである。





































  多重防護に対する裁判所の考え方の多くは、第三章で考察した第 1から第 5に分類でき、判示内容は、極め
て似ている（他の公共事業裁判の判示内容と比べて）。
　この理由として、裁判官会同・協議会による裁判統制を指摘する学者もいる＊ 15。裁判官会同・協議会では、
実体的要件の判断方法についても昭和 63年 10月に協議事項にされていた（原告が敗訴した伊方原発 1号炉 1
審判決（昭和 53年 4月 25日）、福島第 2原発 1号炉 1審判決（昭和 59年 7月 23日）、伊方原発高裁判決（昭
和 59年 12月 14日）、東海第 2原発 1審判決（昭和 60年 6月 25日）の後であるが、伊方原発 1号炉と福島第
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